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主観的ウェルビーイングを向上させる 
地域通貨の社会システムデザイン 

―偏相関分析による貨幣使用と主観的ウェルビーイングの直接的相関要素の特定を通じて― 
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 本研究は, 主観的ウェルビーイングを向上させる地域通貨の社会システムデザインを行うため, 社会システム
デザインの方法論の中で最も肝要なデザインのプロセスである要件定義に焦点を当て, 地域住民の主観的ウェル
ビーイングの向上に関する地域通貨デザインの要件を, 偏相関分析により特定並びにマッピングによる可視化を
行うものである. 著者らは, 貨幣使用と主観的ウェルビーイングの向上並びに幸福度指標に関する 58 本の原著論
文から, 通貨使用と主観的ウェルビーイングの相関に関与する可能性のある 55 個の要素を抽出し, CS アルゴリ
ズムによる偏相関分析を行った. 分析及び分析結果のマッピングの結果, 通貨使用に関して主観的ウェルビーイ
ング向上に直接的に相関する経路を通じて主観的ウェルビーイングを向上させる地域通貨デザインの要件となる
のは, 正相関では, 友達のための出費, 社交のための出費, 並びに経験消費, さらにやや弱い負相関傾向では, ひ
とりでいるための出費, の 4 要素であることが明らかになった.  
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Abstract: This study is to identify and visualize with mapping method the requirements of community cur-
rency design by the partial correlation analysis method, which is the most important process as requirement 
design among social system design, in order to implement the social system design of community currency to 
enhance social system design. The authors extracted 55 elements possibly related to the correlation between 
money spending and subjective well-being from 58 journal articles about spending and subjective well-being 
and put them on the partial correlation analysis using the CS Algorithm. The analysis and mapping of the 
analyzed results revealed four channels with elements, i.e., spending for friends, socializing and experimental 
consumption in positive correlation as well as spending to secure solitude with weakly leaning to negative 
correlation are directly correlated to be the requirements for designing community currency to enhance sub-
jective well-being in spending. 
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1．背景と目的 
1.1 背景 

日本の地域における過疎と少子高齢化の進行に対

応する地方創生政策の推進の文脈で，地域活性化の

政策目標として，地域住民の主観的ウェルビーイン

グの向上を掲げる地方自治体が近年増加している[1]． 

Diener[2]は主観的ウェルビーイングを，人の人生に

ついての認知的及び心理的な評価と定義している．

また OECD[3]は主観的ウェルビーイングを,人々が自

らの人生及び自分の経験に対する心理的反応につい

て為す，肯定的または否定的な様々な評価すべてを

含む，良好な心の状態と定義している． 

地域住民の主観的ウェルビーイングの向上には，

地域住民間のつながりの強化が有効であり[4][5]，

地域住民間の経済的並びに社会的つながりを強化す

る媒体として地域通貨に近年脚光が当たっている

[6]． 
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米国では社会イノベーション関係者から，地域循

環型経済モデルにインパクト投資を掛け合わせた地

域重視型経済(neighborhood economy)のモデルが提

唱され[7]，地域への投資運動である，おカネの地産

地消(invest locally)が同モデルの推進力となって

いる[8]．大陸欧州諸国では，同様のモデルであるク

ラウド・エクイティが地域コミュニティのファイナ

ンスの手段として台頭している[9]． 
日本では，2005年末に発行数が 306とピークに達

し，その後漸減に転じていた地域通貨[10]に，おカネ

の地産地消のモデルを具現化し，地域住民のウェル

ビーイングを向上する推進力としての期待が再び集

まっている． 

地域通貨とは，地域コミュニティの中で自主的に

流通する通貨を指す．地域住民の関係性を構築並び

に強化し，住民間の信頼及び協働関係の醸成，価値及

び関心の共有，感情の表現及び伝達を実現する相互

扶助的クーポンである．地域通貨は，1999年 5月に

主観的ウェルビーイングを向上させる通貨に関する

番組が日本の公共放送で放映されたこと[11]を契機

のひとつとして，2000 年代初頭に地域住民の主観的

ウェルビーイングを向上させる経済及び社会的媒体

として注目された．その後も地域通貨の流通の取り

組みが地域のボランティア団体並びに地方自治体等

の関係者により継続的になされてきた[12][13][14]． 

他方で，地域通貨はこれまで紙媒体での流通に依

存して，発行する事務局等の特定の主体に負荷が過

度にかかり，かつ，通貨の使い手の消費者的人格を時

として刺激して，地域の主観的ウェルビーイング向

上に必ずしもつながらず，循環しなくなる等の欠点

が指摘されていた[15]． 

このような指摘に対応すべく，2010 年代半ばから

勃興した，情報通信技術，人工知能並びに暗号のテク

ノロジーとファイナンス手法の融合による新しいテ

クノロジーであるフィンテック[16]をはじめとする

社会技術システムのイノベーションの金融手法への

応用を地域通貨の発行並びに流通システムの提案に

取り込む試みがなされている．特に主観的ウェルビ

ーイングの向上に資する地域通貨のシステムソリュ

ーションとして，退蔵すると減価する，いわゆるゲゼ

ル型自由通貨のコンセプト[17]を含め，iPhone アプ

リ[18]並びにブロックチェーン[19]等の情報通信技

術，人工知能並びに暗号技術を積極的に活用する事

例が近年出現している．なおこのゲゼル型自由通貨

に名を残す Silvio Gesell は戦間期に活躍したドイ

ツの経済学者並びに貿易商であり，アルゼンチンに

一時移住後，晩年は欧州に帰国し，故国の金融大臣を

務めた．1914年に，『自由地と自由通貨による自然的

経済秩序」[17]を著作し，退蔵できない通貨すなわち

元にとっておくと減価する自由通貨の仕組みを提唱

した． 

これらの情報通信技術，人工知能及び暗号技術を

活用した，主観的ウェルビーイングの向上に資する

地域通貨のシステムソリューション提案は続々とな

されている．他方で，そのソリューションのデザイン

に当たり，当該通貨の使用が主観的ウェルビーイン

グの向上にどのように直接的に相関するのかについ

ては，研究蓄積が待たれる状況となっている． 

 

1.2 目的 
前述の背景を踏まえ，本研究は，主観的ウェルビー

イングを向上させる地域通貨のデザインの要件につ

いて，偏相関分析により特定並びにマッピングによ

る可視化を行うことを目的とする．分析の方法論は

後述する社会システムデザインを用い，社会システ

ムデザインの方法論の中で最も肝要なデザインのプ

ロセスである要件定義に焦点を当てる． 

 
2．本研究で用いる方法論並びに先行研究 

2.1 本研究で用いる方法論 

社会システムデザインの方法論を，本研究のシス

テムデザインの枠組みとして用いる． 

社会システムとは，人間集団及びその人工物[20]

並びにそれらに共有された行動・思考パターン[21]

がある目的の達成のため相互に作用する要素の組み

合わせ[22]である．デザインとは，要素の組み合わせ

をシステムとして捉え，システムのアウトカムのよ

り良い動作を求めて改善を施すために，実践的かつ

創造的に問題解決をシステムであることに着目して

体系立てたアプローチで創発すること[23]である． 

社会システムの課題はその多くが複雑性を伴い

[24] ，複雑に絡みあう厄介な問題(wicked problem) 

[25]に対してソリューションをデザインするのが社

会システムデザインである．このデザインは，その課

題の当事者が折り合える(accommodation)[26]解の

組み合わせを増やす統合デザイン(total de-

sign)[27]のプロセスとされる．すなわち，デザイン

要素の組み合わせを変えていく統合プロセスにより，

従来にないデザインを創発する解空間を工学的手法

で広げる方法論であり，システム思考並びにデザイ
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ン思考が方法論の理論的基礎を為している[28]．社

会システムデザインの解空間の軸としては，マトリ

クス法に倣い，過去の課題，現在の資源，並びに未来

の目標という三次元の軸によるマトリクス法デザイ

ン[29]が提案されている．さらに，前述のようにフィ

ンテック等を代表例に，2045 年には人工知能などの

テクノロジーが人間の知能を追い越すという，いわ

ゆるシンギュラリティとして唱道される指数関数的

なテクノロジーの進化[30]により，第四番目の軸と

して社会変化を直接の目的としたテクノロジーに注

目が近年集まっている[31]． 

社会システムデザインの特徴のひとつは，社会イ

ノベーション理論との親和性である．なぜならば，社

会システムデザインは社会システムにおける実践的

かつ創造的な問題解決の創発の体系立てた

(systemic)手法[32]であり，新しい社会的価値を創

出[33]するイノベーションをシステムズ・アプロー

チにより創発[34]するアイデア出し(ideation)の提

案及び実施だからである[35]．社会システムデザイ

ンは，オープンイノベーション理論の援用により地

域の組織変革を体系立てて(systemic)にデザインす

る手法との親和性が高いとして，その手法に注視す

る地域活性化関係者が増えている[36]． 

また社会システムは認識されて初めて存在し，問

題構築が各人のメンタルモデルに，するという特性

がある[37]．したがって，問題構築から分析を経て問

題解決のソリューション提案に至る，問題解決志向

の社会システムデザインのプロセス[38]の中で，問

題構築及びソリューション提案のための要件定義が

最も複雑かつ時間を要する段階とされている[39]．

このため，本研究では，主観的ウェルビーイング向上

の地域通貨デザインの問題を解くデザイン提案のプ

ロセスにおいて，デザインされる通貨が主観的ウェ

ルビーイングを向上させるためにどのような要件を

満たすことが必要かという問題に焦点を当てる． 

 

2.2 先行研究 

Yasui et al.[40][41]は行動経済学並びにポジテ

ィブ心理学の学術的潮流を主に受け継ぎ，主観的ウ

ェルビーイングを向上させる地域通貨の社会システ

ムデザインに関して，貨幣使用が使用者の共感，経験

並びに利他の行動等を通じて使用者の主観的ウェル

ビーイング向上をもたらす可能性があることを明ら

かにした． 

貨幣使用及びその周辺概念と主観的ウェルビーイ

ングの相関の研究はこれまで，収入，資産，負債並び

に失業等の個人の属性，物質至上主義者 (material-

ist)的志向，体験への支出，並びに向社会性消費

(pro-social spending)等のコンセプトを巡って主に

展開されてきた． 

まず，年収と主観的ウェルビーイングの関係につ

いては，調査対象の国や文化によってばらつきがあ

るものの，一定程度の収入水準まで相関するがそれ

以降は飽和(satiation)を迎え，無相関となる[42] 

[43]．長期的には収入と幸福の相関は弱く，収入が増

大して主観的ウェルビーイングは高まらない傾向に

ある[44]．他方で，年収，資産及び負債は人生満足度

と有意な関係にあるとする研究がある[45]．失業は所

得損失以上に主観的ウェルビーイングを低下させ

[46]，離婚や別居よりも主観的ウェルビーイングを抑

制する[47]． 

また，物質至上主義者の行動は主観的ウェルビー

イングとあまり関係せず[48] ，買い物によるポジテ

ィブ感情の高まりは，社交，リラックス，並びに食事

等より劣る[49]．他方，いわゆるコト消費すなわち経

験への支出は，いわゆるモノ消費すなわち物品購入

への支出に比べ，主観的ウェルビーイングに強く影

響する[50]． 

このような先行研究の蓄積の中で，近年学術的に

特に注目を集めているのが，向社会性消費に関する

研究である．利他のための社会厚生的見地からの貨

幣使用並びに贈与である向社会性消費は，使用者あ

るいは贈与者と，被使用者あるいは被贈与者の間の

社会的つながりを創始または強化し，主観的ウェル

ビーイングを高める傾向にある[51][52][53]．地域コ

ミュニティにおいては，地域住民間のつながりと住

民の主観的ウェルビーイングは相関することが知ら

れており，地域における向社会性消費が地域住民同

士をつなげ，住民の主観的ウェルビーイングを向上

させるからである[54][55]． 

向社会性消費は前向きな社会変革のメカニズムと

なる[56]．しかし，それが貨幣使用に社会的な目的並

びに大義(cause)があるときに限り主観的ウェルビ

ーイングと関係する[57]．向社会性消費により得られ

る主観的ウェルビーイングは，所得の出所，すなわち

自らの勤労収入か，あるいは宝くじの当選金のよう

な偶発的収入かに関係がない[58]． 

本研究は，上記のような貨幣使用及びその周辺概  



46                                                                日本システムデザイン学会 

念と主観的ウェルビーイングに関する最近の研究蓄

積を踏まえる．そして，地域通貨をつながりの媒体と

する地域循環型経済システムの構築[59]が，地域の主

観的ウェルビーイングの向上にどのようにつながる

のか，その経路を貨幣使用者個人のメンタルモデル

の領域で集合的(collective)に特定し，主観的ウェ

ルビーイング向上のための地域通貨のデザインの前

提要件を明らかにするものである． 

 
3．分析の方法及び結果 
3.1 分析方法  

まず，貨幣使用及びその周辺概念と主観的ウェル

ビーイング向上に関する，ここ 30年間の主要な原著

論文 58本を，複数の電子ジャーナルシステムを通じ

て参照した．そして，貨幣使用に際して主観的ウェル

ビーイングの向上に関連する可能性のある55の要素

を特定した．次に，これらの要素に，性別，職業，収

入，負債，学歴並びに年齢の個人属性 6項目，さらに

代表的な 5 つの幸福度及び性格指標を加えた．幸福

度及び性格指標としては，ビッグファイブ[60]，前野

の幸福四因子[61]，日本版ポジティブ・ネガティブ感

情尺度(Positive and Negative Affect Schedule：

PANAS)[62] ，日本版主観的幸福尺度 (Subjective 

Happiness Scale: SHS)[63] ，並びに人生満足尺度

(Subjective Satisfaction With Life Scale: 

SWLS)[64]を選択した．これらをもとに，7 点法のア

ンケートを作成した． 

アンケート期間は 2018年 9月 1日から 2019年 12

月 7 日までで，日本人男女を対象に任意協力を求め

た上で，ウェブ調査または質問紙調査により実施し

た．有効回答数は 1,653である．ウェブ調査は無記名

かつ項目式 7 点法で回答を求める 115 問のアンケー

トをウェブページとして用意した．そして，日本の中

小企業がメンバーである政府系協同組織金融組織の

全国 100 支店，並びに著者らが組織する主観的ウェ

ルビーイングと金融に関する研修団体を通じて回答

を依頼した．一部ではウェブ調査ではカバーできな

い回答者に対応するために同じ質問項目の質問紙調

査も併用し，上記の研修団体が対話会及びワークシ

ョップを東京，長野，名古屋，大阪並びに京都の 5都

市で計 23回実施した際に，任意でアンケートへの協

力を求めた．これらはいずれも任意無記名で属性に

関する回答項目を限定してのアンケート調査であり，

表 1 に示した属性以外の回答者の属性は明らかでは

ない．しかし調査協力の対象から，日本全国の中小企

業経営者並びに従業員とその家族，並びに主観的ウ

ェルビーイングと金融リテラシーを学修する意欲が

ある者が回答者に多いと推定される． 

有効回答数のうち，ウェブ調査による回答が 1,583，

並びに質問紙調査による回答が 70であった．回答者

の属性の主な属性分布を表 1に示す． 

 
表 1 アンケート調査回答者の主な属性分布 (人数) 

アンケート回答者計 1,653名 

【性別】男性 996名, 女性605名, その他5名, 無回答47名 

【年齢】10歳台またはそれ以下 17名, 20歳台 246名, 30歳台 406名,  

40歳台 495名,  50歳台 341名, 60歳台 118名, 無回答30名 

【世帯収入】400万円未満 335名, 400万円以上 600万円未満 351名, 

600万円以上 800万円未満 221名, 800万円以上1,000万円未満 

202名, 1,000万円以上 1,500万円未満 209名, 1,500万円以上

3,000万円未満 112名, 3,000万円以上 19名, 無回答204名 

(出典)アンケート調査回答データより筆者作成.  

 
直接的な影響及び相関関係を推定するための CS 

アルゴリズム[65]を用いて，アンケート回答を分析

した．CS アルゴリズム[65]は，相関・偏相関関係を

システマティックに調べ上げることで因果関係を推

定することが可能なアルゴリズムであり，アンケー

トデータのような離散確率変数であればカイ二乗統

計量あるいはそれに類する統計量に基づいた統計的

検定により相関と偏相関を調べ，無相関や擬似相関

を取り除き，残った関係を直接的な相関関係として

抽出することができる．そのため本研究のように多

変量での偏相関分析の方法として利用することがで

きる． 

このアルゴリズムはグラフィカルモデルと偏相関

の考え方に基づき，間接的な因果関係と擬似相関関

係を取り除いて残った直接的な相関関係の特定の効

率性と正確性を両立させる計算アルゴリズムである．

多数の偏相関関係を精度良く調べることが可能な分

析ツールであるため，この分析は偏相関分析と呼ぶ

ことが相応しい．なお直接的な相関関係は概念上直

接的な因果関係も含むが，本研究では因果の向きま

では推定しないこととする． 

この分析により直接的な相関関係（以下，直接的相

関と呼ぶ）のみを取り出し，その結果を直接的相関の

変数マップとして可視化することが出来る． 

偏相関分析をまず回答全体で行い，次に性別，年齢

並びに世帯収入の属性について分析セグメントを設

け，分析対象のグループを 2 群にそれぞれ分けて分

析した．年齢及び世帯収入の 2 群への分け方につい

ては，日本人の平均年齢が 2018 年に 46.7 歳である
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こと[66] ，日本の平均世帯収入が 2018年に 551.6万

円であること[67]を踏まえ，年齢については 40歳未

満(回答者数 669名)と 40歳以上(回答者数 954名)の

2 群に，世帯収入については 600 万円未満(回答者数

686名)と 600万円以上(回答者数 763名)の 2群に，

それぞれ分けて分析した． 

 
3.2 分析結果 

(1) 全体回答による分析結果 
全体回答による偏相関分析の結果，幸福度及び性

格指標の要素並びに個人属性の要素は直接的相関の

関係を表すマップ上でそれぞれ塊として存在し，貨

幣使用に関する要素が幸福度及び性格指標に直接的

相関関係としてつながる経路は 4 本に限定された．

その 4本の経路を下記に示す (表 2)． 

 

表 2 全体回答による分析結果 (n=1,653) 
経路 (左:貨幣使用に関する要素, 右:幸福度及び性格指標の要素) 

① 友達のための出費が好き－p－つながりと感謝 

② ひとりでいることのための出費が好き－＊－勤勉性 

③ 社交のための出費が好き－p－外向性 

④ 経験消費－p－開放性 

(出典)アンケート調査の分析結果より筆者作成. 

 
表中の pは正相関，nは負相関，並びに＊は前二者

のいずれでもない非線形相関等のつながりを示す 

(以下，すべての表に同じ)．これら相関の三形態のど

れに経路が該当するかについては，直接的相関を示

した 2要素ごとに，すべての回答の値を，平均値(μ)

－標準偏差(σ)，平均値(μ)，並びに平均値(μ)＋標

準偏差(σ)の 3 閾値により 4 カテゴリに分類し，マ

トリクスにした条件付確率表を作成した．カテゴリ

分けに当たっては，ばらつきの指標であり，偏差値の

計算の場合には，平均からの距離がσ以上とそれ以

下の標本集団を分ける閾値に活用される標準偏差に

注目した．そして，すべての条件付確率表において過

不足なく，母集団をそれぞれ十分なサンプル数を含

む 4 カテゴリに分けて分析できるよう，それぞれの

要素で母集団を，カテゴリ0((μ-σ)未満) ，カテゴ

リ1((μ-σ)以上μ未満)，カテゴリ2(μ以上(μ+σ)

未満)，カテゴリ 3((μ+σ)以上)，の 4カテゴリにグ

ループ分けした． 

そして複数の分析者により表が正相関，負相関，並

びに非線形相関等のいずれに該当するかを判定した．

判定に使用した条件付確率表の例を表 3に示す．こ

の表は全体回答による分析結果(n=1,653)のうち，

「友達のための出費が好き」(要素 E)と「つながりと

感謝」(要素 H2)の直接的相関に関する条件付確率表

である． 

具体的な判定のプロセスと基準については，すべ

ての要素間の条件付確率表を作成して行った．各表

において，マトリクスの縦横をなす二つの要素の四

つのカテゴリで，ともにカテゴリ 0 とカテゴリ 0 か

ら，カテゴリ 3とカテゴリ 3へなどと，例えば表 3で

135度線上を概ね30%以上の条件付確率で推移してい

る場合には正相関と判断した．また，二つの要素のカ

テゴリが，カテゴリ 0とカテゴリ 3から，カテゴリ 3

とカテゴリ 0などと，例えば表 3では 45度線を概ね

30%以上の条件付確率で推移する場合には，負相関と

判断した．さらに上記の二つの事例ではないが，要素

間の条件付確率が概ね 30%以上のカテゴリの組み合

わせが 4 つ程度ある場合には，非線形相関等に該当

すると判断した． 
 

表 3 要素 Eと要素 H2の条件付確率表 

 

ｶﾃｺﾞﾘ 

E ｻﾝﾌﾟﾙ

数 0 1 2 3 

 

H2 

 

0 24.7% 22.5% 8.6% 4.3% 219 

1 35.3% 38.1% 26.4% 13.4% 451 

2 32.8% 31.1% 47.5% 46.7% 680 

3 7.2% 8.3% 17.4% 35.6% 303 

ｻﾝﾌﾟﾙ数 235 409 591 418 1,653 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 

 

全体回答による分析では，可視化された 4 本の経

路のうち，「ひとりでいることのための出費が好き」

の要素と勤勉性の要素の直接的相関が，やや弱い負

相関傾向を示したことを除き，すべての直接的相関

が正相関であった． 

また偏相関分析による直接的相関のマップを巻末

の図 1に示す． 

  
(2) 性別による 2群の分析対照 
次に，性別による偏相関分析の結果の対象を下記

に示す (表 4)． 

男女とも幸福度及び性格指標の要素は直接的相関

の関係を表すマップ上でそれぞれ塊として存在し，

貨幣使用に関する要素が幸福度及び性格指標に直接

的相関関係としてつながる経路が限定されたことは

全体回答による分析と同様であった． 

他方で，幸福度及び性格指標につながる経路は男  
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性 3 本に対して女性は 5 本と多く，かつ女性はコト

消費並びに経験消費等，経験への支出が幸福度及び

性格指標につながる経路である傾向が示された． 

男性からの回答による分析では，可視化された3本

の経路のうち，「購入から使用まで待てる」の要素と

勤勉性の要素の直接的相関が，やや弱い負相関傾向

を示したことを除き，すべての直接的相関が正相関

であった．さらに，女性からの回答による分析では，

可視化された 5 本の経路のうち，「限定ものに弱い」

の要素と外向性の要素の直接的相関が，やや弱い負

相関傾向を示したことを除き，すべての直接的相関

が正相関であった． 

また偏相関分析による直接的相関のマップを，男

性を巻末の図 2 に，女性を巻末の図 3 にそれぞれ示

す． 

 
表 4 男女別の分析結果 

経路 (左:貨幣使用に関する要素, 右:幸福度及び性格指標の要素) 

男性 (n=996) 

① 配偶者または恋人のための出費が好き－p－つながりと

感謝 

② 購入から使用まで待てる (逆双曲割引)－＊－勤勉性 

③ 社交のための出費が好き－p－外向性 

女性 (n=605) 

① お金より時間－p－自己実現と成長 

② 他人のための消費－p－つながりと感謝 

③ コト消費の方が使いがい－p－つながりと感謝 

④ 限定ものに弱い－＊－外向性 

⑤ 経験消費－p－開放性 

(出典)アンケート調査の分析結果より筆者作成. 
 
(3) 年齢による 2群の分析対照 
さらに，年齢別の 2 群による偏相関分析の結果の

対象を下記に示す (表 5)．40歳未満の若年齢層グル

ープ並びに40歳以上の中高年齢層グループともに幸

福度及び性格指標の要素は直接的相関の関係を表す

マップ上でそれぞれ塊として存在し，貨幣使用に関

する要素が幸福度及び性格指標に直接的相関関係と

してつながる経路が限定されたことは全体回答及び

男女別による分析と同様であった． 

また，幸福度及び性格指標につながる経路は若年

齢層グループ及び中高年齢層グループともに 3 本で

あった．しかし，若年層グループは社交のための支出

に経路が集中したのに対し，中高年齢層では友人の

ための出費の正相関，「宵越しのカネは持たない」の

非線形相関すなわち強い双曲割引[68]の非線形相

関，コト消費すなわち経験への消費の正相関等，幸福

度及び性格指標につながる経路の多様性が観察され

た．双曲割引とは，将来の価値を現在に置きかえた時

に割り引いて考える心理,すなわち近い未来と遠い

未来を比較すると,人間は近い未来の方を価値が高

く感じるという選好を指す． 

また偏相関分析による直接的相関のマップを，若

年層グループを巻末の図 4 に，中高齢年層グループ

を巻末の図 5にそれぞれ示す． 

 
表 5 年齢別の分析結果 

経路 (左:貨幣使用に関する要素, 右:幸福度及び性格指標の要素) 

若年層グループ (40歳未満, n=669) 

① 社交のための出費が好き－p－つながりと感謝 

② お金より時間－p－前向きと楽観 

③ 社交のための出費が好き－p－外向性 

中高齢層グループ (40歳以上, n=954) 

① 友達のための出費が好き－p－つながりと感謝 

② 宵越しのカネは持たない (強い双曲割引)－＊－勤勉性 

③ コト消費の方が自分の人生の幸せ－p－開放性 

(出典)アンケート調査の分析結果より筆者作成. 

 
(4) 世帯収入による 2群の分析対照 
また，世帯収入別の 2 群による偏相関分析の結果

の対象を下記に示す(表 6)．世帯収入 600万円未満の

低所得世帯グループ並びに同 600 万円以上の中高所

得世帯グループともに幸福度及び性格指標の要素は

直接的相関の関係を表すマップ上でそれぞれ塊とし

て存在した．そして，貨幣使用に関する要素が幸福度

及び性格指標に直接的相関関係としてつながる経路

が限定されたことは全体回答及びこれまでのセグメ

ント別の分析全てと同様であった． 

また，幸福度及び性格指標につながる経路は二つ

の所得別グループとも 2本であった．一方で，低所得

世帯グループはコト消費すなわち経験への支出並び

に社交のための支出の 2 要素の正相関が幸福度及び

性格指標への経路になっていた．他方で，中高所得世

帯グループは配偶者及び恋人のための支出の正相関，

並びに，「宵越しのカネは持たない」すなわち強い双

曲割引の負相関の 2 要素が幸福度及び性格指標への

経路になっていた．この分析結果は，低所得世帯グル

ープに比べ，中高所得世帯グループの幸福度及び性

格指標につながる経路が配偶者及び恋人という，よ

り身内志向かつ将来に向けての勤勉性を志向する関

係になっていることを示している． 
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また偏相関分析による直接的相関のマップを，低

所得世帯グループを巻末の図 6 に，中高所得層グル

ープを巻末の図 7にそれぞれ示す． 

 

表 6 所得別の分析結果 
経路 (左:貨幣使用に関する要素, 右:幸福度及び性格指標の要素) 

低所得世帯グループ (世帯収入 600万円未満, n=686) 

① コト消費の方が自分の人生の幸せ－p－つながりと感謝 

② 社交のための出費が好き－p－外向性 

中高所得世帯グループ (世帯収入 600万円以上, n=763) 

① 配偶者・恋人のための出費が好き－p－つながりと感謝 

② 宵越しの金は持たない (強い双曲割引)－n－勤勉性 

(出典)アンケート調査の分析結果より筆者作成. 

 
4．考察 

4.1 つながりと感謝並びに向社会性消費の要件 

主観的ウェルビーイングを向上させる地域通貨の

要件として，貨幣使用に関する要素が幸福度及び性

格指標の要素につながる経路は，全体，男性，女性，

若年層グループ，中高年齢層グループ，低所得世帯グ

ループ並びに中高所得世帯グループのすべての偏相

関分析において，前野幸福四因子の第 2 因子である

「つながりと感謝」を幸福度及び性格指標のゲート

にしている．この結果は，地域住民がつながりを強化

することにより主観的ウェルビーイングの向上を図

るという効果に着目する先行研究の結論と整合的で

ある． 

また，すべての分析セグメントを通じて，友達，社

交，他人，配偶者及び恋人など他者との交際及び社交

(socializing)のための出費が幸福度及び性格指標

の要素と直接的に相関していることは，向社会性消

費(prosocial spending)に関する先行研究と整合的

である． 

 

4.2 分析セグメントによる特徴 

他方で，幸福度及び性格指標と直接的相関を示す

要素が特定の分析セグメントで特徴的な現れ方をし

たものもあった． 

男性では「購入から使用まで待てる」という逆双曲

割引の要素が，勤勉性の性格指標の要素との直接的

相関でやや弱い負相関傾向を示したのに対し，中高

年齢層グループ並びに中高所得世帯グループでは逆

に，「宵越しのカネは持たない」という強い双曲割引

の要素が，勤勉性の性格指標に非線形または負相関

で直接的に相関することが示された． 

他方で，女性，中高年齢層グループ並びに低所得世

帯グループでは，コト消費すなわち経験に対する支

出の要素が開放性の性格指標，または，「つながりと

感謝」の幸福度指標の要素とつながっていることが

特定された．さらに，女性で「限定ものに弱い」とい

う消費機会の限定性の要素と外向性の要素の直接的

相関が，やや弱い負相関傾向を示したことが特徴的

であった． 

また，「おカネより時間」という要素は，女性の分

析セグメントでは，「自己実現と成長」という幸福度

指標の要素との直接的相関が特定されたのに対し，

若年齢層グループでは，「前向きと楽観」という幸福

度指標の要素との直接的相関が特定され，コントラ

ストを示した． 

 
4.3 地域通貨デザイン上の含意 
以上の考察を踏まえれば，主観的ウェルビーイン

グの向上に資する地域通貨の要件定義に当たり，全

体分析から特定された，正相関では，友達のための出

費，社交のための出費，並びに経験消費，さらにやや

弱い負相関では，ひとりでいるための出費，の 4要素

に加え，次の要件をセグメントに応じてさらに付加

的に志向することが適切であると推論される． 

 

①男性，中高年齢層グループ並びに中高所得世帯グ

ループが主な対象の地域通貨: 逆双曲割引及び勤

勉性に志向する．ただし，男性では双曲割引の傾向

に対応，中高年齢層グループ並びに中高所得世帯グ

ループでは逆双曲割引の傾向に対応する． 

②女性，中高年齢層グループ並びに低所得世帯グル

ープが主な対象の地域通貨: 経験に対する支出を

志向する．ただし，女性では消費機会の限定性を緩

める傾向に対応する． 

③女性及び若年齢層グループが主な対象の地域通

貨: 貨幣使用による直接の経済的価値よりも，貨幣

使用がもたらす生活時間の価値を志向する． 

 
5. 結論及び今後の研究課題 

5.1 結論 

本研究は，主観的ウェルビーイングを向上させる

地域通貨の社会システムデザインを行うため，社会

システムデザインの方法論の中で最も肝要なデザイ

ンのプロセスである要件定義に焦点を当てた．そし

て，地域住民の主観的ウェルビーイングの向上に関  
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する地域通貨デザインの要件を，偏相関分析を用い

た定量的分析により特定並びにマッピングによる可

視化を行った． 

具体的には貨幣使用と主観的ウェルビーイングの

向上並びに幸福度指標に関する 58 の原著論文から，

通貨使用と主観的ウェルビーイングの相関に関与す

る可能性のある 55個の要素を抽出し，CSアルゴリズ

ムによる偏相関分析を行った． 

分析及び分析結果のマッピングの結果，通貨使用

に関して主観的ウェルビーイング向上に直接的に正

相関する経路を通じて主観的ウェルビーイングを向

上させる地域通貨デザインの要件となるのは，正相

関では，友達のための出費，社交のための出費及び経

験消費，やや弱い負相関では，ひとりでいるための出

費，の 4要素であることが明らかになった． 

 

5.2 今後の研究課題 

今後の研究課題は三つある． 

一つ目は，本分析の対象となる母集団を増やし，年

齢区分及び年収区分を細密化し，回答者の家族構成

などの調査も行い，さらに精緻な要件分析を行なう

ことである． 

二つ目は，貨幣観は社会それぞれの文化に基底を

為すものであることから，本研究の分析対象を日本

人以外に拡張し，主観的ウェルビーイングの向上に

資する地域通貨の要件定義について，より一層頑健

性のある研究成果を追究することである． 

三つ目は，社会システムデザインのプロセスをさ

らに進め，本研究の分析結果に基づく要件定義を地

域通貨の機能及び物理デザインに落とし込み，実際

に流通させることで，本研究が明らかにした要件定

義でデザインされた地域通貨が流通する地域の住民

の主観的ウェルビーイング向上に相関することを社

会的に実証することである． 
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【巻末図表】凡例: 緑色のノードは貨幣使用及びそ

の周辺概念の要素, 桃色のノードは幸福度及び性

格指標の要素, 並びに灰色のノードは個人の属性

の要素をそれぞれ表す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 偏相関分析による直接的相関の要素の可視化及びマッピング: 全体 (n=1,653) 

図 2 偏相関分析による直接的相関の要素の可視化及びマッピング: 男性 (n=996) 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 
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図 3 偏相関分析による直接的相関の要素の可視化及びマッピング: 女性 (n=605) 

図 4 偏相関分析による直接的相関の要素の可視化及びマッピング: 若年層グループ (n=669) 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 
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図 5 偏相関分析による直接的相関の要素の可視化及びマッピング: 中高齢層グループ (n=954) 

図 6 偏相関分析による直接的相関の要素の可視化及びマッピング: 低所得世帯グループ (n=686) 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 
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図 7 偏相関分析による直接的相関の要素の可視化及びマッピング: 中高所得世帯グループ (n=763) 

(出典) アンケート調査の分析結果より筆者作成. 


